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新型コロナ災害が拡大する中でも進む

原発推進・被害者切り捨ての動き  
 

私たちはいま新型コロナ災害が拡大する最中にいます。航空機やクル

ーズ船による移動が世界的な感染拡大をもたらし、利益追求による公的

医療の破壊が医療崩壊をもたらすなどしており、グローバリズムとネオ

リベラリズムを極限まで進めたいまの私たちの社会のありようが根本か

ら問い直されているように思います。 

原発はといえば、いま事故が発生すれば、原子力防災が機能しないこ

とは明白です。忘れてしまいそうですが、私たちはいま気候危機の最中

にもあります。巨大地震や火山の大規模噴火もいつ起きてもおかしくあ

りません。災害に弱い原発の性格が如実に表れる状況となりました。 

しかしいま、原発の稼働や稼働のための工事を止める動きはありませ

ん。原子力規制委員会は、会合を減らしてはいますが、傍聴者を入れな

い形で審査を続けています。５月には、六ヶ所再処理工場とむつ使用済

み燃料中間貯蔵施設について、審査合格を前提とした審査書案を審議す

る予定でいます。関電火山灰問題では規制委が関電の過小評価を認め、

再審査が始まりましたが、それでも原発を止めようとしません。止めず

にだらだらと審査を続けるやりかたは保安院時代に逆戻りです。 

原発事故避難者は、国による住宅支援が打ち切られ苦境に立たされて

います。新型コロナによる経済危機がこれに追い打ちをかけています。

なかなか動きにくい状況ですが、創意工夫しながら運動を継続し、被害

者の救済と脱原発を実現しましょう。 

 

◆東海第二原発の再稼働工事の中止を求めて 

緊急事態宣言の拡大により「特定警戒都道府県」となった茨城県で東

海第二原発の再稼働のための大規模工事が続いています。新型コロナ感

染症拡大防止及び原発の安全確保の観点から、工事を直ちに中止するこ

とを求める共同声明が 4月 21日に 155団体により発出されました。 

鹿島建設や清水建設などの大手ゼネコンは、作業員の密集や移動が避

けられないことから、建設工事の原則中止を決めています。玄海原発の

ある佐賀県は「特定警戒都道府県」ではありませんが、テロ対策施設「特

定重大事故等対処施設」の工事関係者２人に感染が見つかり、工事関係

者およそ 500 人に対して出勤停止の措置が取られていました。原発は

止まっていても安全確保のための人員が必要なことからも、敷地内での

感染は確実に防止しなければなりません。共同声明は、工事と並行して 
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行われる原子力規制委員会による使用前検査について、緊急事態宣言の拡大の翌日に原電が申請を行ったこと

も批判しています。 

＜共同声明＞新型コロナ感染拡大防止と原発の安全確保の観点から 

東海第二原発の安全対策工事は直ちに中止すべき 

 

4 月 16 日に緊急事態宣言が全国に拡大されました。「特定警戒都道府県」には東海第二原発のある茨城県

が含まれています。鹿島、大林組、清水建設など、大手ゼネコンは建設現場での感染拡大を防止するため、工

事の原則中止を発表しています。東海第二原発の再稼働のための安全対策工事は、4 月 15 日から新たに貯水

堰の工事が始まりましたが、工事中止の発表はまだありません。 

また、日本原電は、政府が緊急事態宣言の拡大した翌 17日に、2022年 12月までに検査を終えるとした使

用前検査の申請書を提出し、あくまで再稼働手続きを進める姿勢です。「再稼働とは直結しない」と確約する

文書を周辺６市村に提出しましたが、使用前検査には、稼働させた後に行う検査も含まれており、申請内容と

矛盾します。 

原発は止まっている場合でも原発の安全を維持するための人員が必要であり、他の施設にもまして、感染拡

大を確実に防止しなければなりません。新型コロナ災害が広がっている現状では原子力防災が機能しないこと

は明らかであり、事故やトラブルの発生を防ぐ最善の措置をとらなければなりません。 

以上の理由から、私たちは日本原電が、東海第二原発再稼働のために進める工事を直ちに中止するよう求め

ます。 

また、原子力規制委員会に対して、日本原電に対して、再稼働に向けた工事や手続きを中止するよう指導す

るよう求めます。 

 

◆汚染水の海洋放出の動き～パブコメで反対の声を集中しよう 

資源エネルギー庁と東電は、福島第一原発のサイトに溜まる大量の汚染水を海洋に放出する方針を決めよう

としています。資源エネルギー庁が設置した ALPS処理水小委員会は、「海洋放出が現実的な選択肢」とする

報告書を 2 月 10 日にまとめました。コロナ災害が深刻になった 4 月 6 日と 13 日には福島県内の首長など関

係者だけの「ご意見をきく会」を強行しました。現在、5月 15日締切りの意見募集（パブリック・コメント）

を実施しています。反対意見を集中しましょう。 

 

パブリック・コメントに反対意見を集中しよう！ 

多核種除去設備等処理水の取扱いに関する書面での意見募集 

募集期間：4月 6日～5月 15日（郵送は消印有効） 

提出方法：意見提出フォーム（「処理水 意見募集」で検索）、電子メール（takakushu-iken@meti.go.jp）、 

FAX（03-3508-0879）、郵送（100-8931霞が関 1-3-1別館 5階 526廃炉・汚染水対策チーム事務局宛 

「書面による意見提出」と赤字で記入） 

複数の意見可／個人の場合、氏名・連絡先等は任意／団体の場合、団体名、連絡先、所在都道府県 

 

小委員会は、前段のトリチウム水タスクフォース報告書で示された汚染水の 5つの処理方法について、風評

被害を考慮しながら時期や方法を検討する目的で 2016 年に設置されたものです。5 つの中にタンクでの長期

保管ははじめから含まれていません。小委員会の検討資料は、トリチウムが放射能として他に比べてリスクが
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小さい、約 1,000兆ベクレルのトリチウムが核実験や再処理工場での放出量に比べても小さいなどとし、費用

面でも技術面でも海洋放出が最適と受けとれる内容になっていました。原子力規制委員会の更田委員長も、告

示濃度以下に薄めて放出すれば問題ないとしていました。 

2018 年 8 月に開かれた公聴会では、直前にタンク内にトリチウム以外の核種の放射能が含まれていること

が明らかになったこともあり、海洋放出に反対する意見が続出しました。注目された福島県漁連野崎会長の意

見陳述も海洋放出に反対でタンクでの長期保管が最善というものでした。小委員会の山本委員長は、タンク保

管についても検討の選択肢に入れると発言せざるをえませんでした。 

トリチウムは水素の同位体で、人体を構成する物質と置き換わるなどして体内に長くとどまり、ベータ線に

より DNAを損傷します。薄めても 1,000 兆ベクレルに変わりありません。しかし小委員会は、タンクがこれ

以上増えると敷地内に置き場がなくなるとの理由でタンク保管案を早々に退けてしまいました。資源エネルギ

ー庁が放出を急ぐ背景には、目障りな汚染水タンクをなくしたいだけでなく、さらに、日常的に大量のトリチ

ウムを海洋に放出しなければ、原子力施設、特に再処理工場の運転ができない事情があります。 

海洋放出については、地元漁業者や市民らが強く反対しています。茨城県や浪江町議会も反対の姿勢を示し

ています。既に大量の放射能が放出された福島の海をこれ以上汚染してはならないと思います。 

 

◆原発にお金を流して延命を図る「電力制度改革」に反対しよう 

経済産業省は電力自由化の下で安定供給を実現するとの名目で「電力制度改革」を進めています。電力容量

市場、非化石価値取引市場、需給調整市場、ベースロード電源市場を創設するとし、電力市場乱立の様相を呈

しています。電力逼迫が心配なら需給調整の仕組みがあれば十分だし、欧米は実際そうしています。目的は別

にあるのではないでしょうか。「市場」といいますが、実態は、国による原発のための強制的な資金調達制度

にすぎません。 

電力容量市場は、「安定電源」の建替えができるようにするという名目で電気料金を先取して電力小売業者

からかき集め、発電事業者に優先的にお金を流す仕組みです。石炭火力、水力に加えて原発が対象に加わりま

す。試算では 100万 kW級の原発 1機につき年間約 100億円、20年で 2,000 億円にのぼります。今年から応

募がはじまっています。 

非化石価値取引市場は、温暖化対策を名目に CO2 を排出しない電源の電気に対し、非化石価値証書を発行

し、電力小売業者に強制的に買わせる制度です。再生可能エネルギーについて既に始まっていますが、今年か

ら原発が加わります。100万 kW 級の原発が稼働していれば、証書の値段は 1機につきこれも年間約 100億円

となり、それがそのまま発電事業者に回ることになります。そうやって下駄を履かせて、みかけ安くなった原

発の電気を売りさばくのがベースロード電源市場です。 

 このような資金をもっとも欲しているのが、多額の安全対策費を要する老朽原発です。電力容量市場の応募

は 4年後の稼働が条件になっており、再稼働できなかったら逆に罰金が課せられます。もし今年、原電が東海

第二原発をエントリーすれば、2024 年には何が何でも再稼働しなければならなくなります。飴と鞭で老朽炉

を働かせる危険な制度です。 

再エネをつぶし、原発と石炭火力を進める電気制度改革に反対しましょう。気候正義（クライメート・ジャ

スティス）運動とも連携しましょう。 

★☆★☆★☆★★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆ 
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フクシマの現実は「復興五輪」どころではない 

聖火リレーコース周辺調査で明らかになった汚染実態 
 

新型コロナウイルスのパンデミックにより東京五輪の延期が決定されました。これにともなって聖火リレー

も延期となりました。そもそも 1年程度でパンデミックが収まるのでしょうか。来年夏の開催が可能な保証は

ありません。安倍首相の「事態はアンダーコントロール」という言葉から始まった「復興五輪」キャンペーン

は一頓挫した形です。しかし安倍政権は依然として東京五輪による福島原発事故幕引きの狙いは捨てていませ

ん。福島の汚染実態を監視し福島原発事故の幕引きを許さない取り組みが重要と考えます。 
 

「復興五輪」に合わせた強引なつじつま合わせ 

3月 14日、JRは事故後不通となっていた常磐線富岡～浪江駅間の運行を再開させました。この区間はフク

イチ周辺の最も線量の高い帰還困難地域であり、このため不通となっていたものです。再開した夜の森、大野、

双葉の 3駅は帰還困難地域の中にあり、開通のため駅周辺のみを無理やり指定解除したものです。これらの駅

で下車しても駅前広場があるだけで周辺は全て帰還困難区域のフェンスに囲まれています。「復興五輪」に合

わせた強引な幕引きの象徴といえます。 

安倍政権は「復興五輪」と銘打って福島原発事故の幕引きを行おうとしていたことは明らかです。年初の施

政方針演説で安倍は以下のように述べました。「二〇二〇年の聖火が走り出す、そのスタート地点は、福島の

Ｊヴィレッジです。かつて原発事故対応の拠点となったその場所は、今、我が国最大のサッカーの聖地に生ま

れ変わり、子どもたちの笑顔であふれています。（中略）浪江町では、世界最大級の、再生エネルギーによる

水素製造施設が、本格稼働します。オリンピックでは、このクリーンな水素を燃料とする自動車が、大会関係

者の足となります。そして、大会期間中、聖火を灯し続けます。リチウムイオン電池、ＡＩロボット。未来を

拓く産業が、今、福島から次々と生まれようとしています。(中略) 力強く復興しつつある被災地の姿を、その

目で見て、そして、実感していただきたい。まさに『復興五輪』であります」。この演説では、いまだに続く

深刻な汚染や避難者の存在、避難指示解除後も住民が戻らない現実は一顧だにされていません。 

 

聖火リレーコース周辺の調査で汚染実態が明らかに 

「復興五輪」キャンペーンによる福島原発事故の幕引きを許さず、今なお続く深刻な汚染実態を事実で世論

に訴えようと実態調査に取り組んだグループがあります。「ふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェク

ト」と「NPO法人市民放射能監視センターちくりん舎」です。両団体は昨年 12月と本年 1月に、福島原発周

辺の浜通り地域の聖火リレーコースとその周辺の汚染実態調査を行いました。 

調査はフクイチ周辺である福島県浜通り地域 9 市町村を対象に聖火リレーコース上とその周辺地域合計 69

か所で行われました。各市町村で設定されているリレーコース上２－３か所とその周辺の道路、公園など５－

６か所の空間線量率と土壌汚染密度を測定しました。 

 

それによれば全 69か所中 3か所（4%）がチェルノブイリ法の強制

的移住ゾーン（平米あたり 148万 Bq以上）相当です。10か所（15%）

が義務的移住ゾーン（同 55 万 5 千以上）、25 か所（36%）が移住の

権利ゾーン（同 18 万５千以上）、18 か所（26%）が放射能管理強化

ゾーン（同 3万７千以上）にあたり、特段の指定に該当しない場所は

わずか 13か所（19%）でした。聖火コース上 21か所では若干状況は

移転後の大熊町役場前で調査中のふくいち周辺環境放射線モニタリング

プロジェクトとちくりん舎のメンバー 
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良いですが、それでも全体の 67%は放射能管理強化ゾーン以上のレベルであり、特段の指定に該当しないのは

33%のみでした。 

空間線量率においても同様で、全 69か所のうち 62%が除染特措法に定める「汚染状況重点調査地域」の指

定基準である 1時間あたり 0.23マイクロ Sv以上でした。聖火リレーコース上 21か所においても全体の 52%

が 0.23マイクロ Sv以上でした。いうまでもなく、これらの場所は避難指定が解除され、住民の帰還が促進さ

れている場所です。しかし実際には若い世代をはじめとして住民の帰還は進んでいません。これが「復興五輪」

キャンペーンで安倍首相が言うところの「力強く復興しつつある」福島の実態です。 

 

飯館村聖火リレーコース上には深刻なホットスポットが 

飯館村の聖火リレーコース上で深刻なホットスポットが発見されました。飯舘村の聖火リレーコースは道の

駅「までい館」から飯舘村交流センター「ふれ愛館」までの県道 12号線１．２キロの区間です。その丁度中

間地点あたりに、いまは廃墟となっている旧ホームセンター「コメリ」跡があります。この駐車場脇で、地上

１メートル高で毎時 0.85マイクロ Sv、地上 1センチメートルで 4.17 マイクロ Sv、土壌汚染密度は 1平米あ

たり 214 万ベクレルの地点が発見されました。今回の全調査地点 69 か所中でも最も高い値を示した場所で、

チェルノブイリ法では立ち入っては行けない「強制移住ゾーン」にあたるレベルです。聖火リレーが実施され

れば乳幼児や児童も含め応援の人が普通に立ち並ぶ可能性がある場所です。このようなホットスポットはここ

だけではありません。飯舘村小・中学校東 100メートル地点、大熊町役場から約 1キロの地点にある常磐道の

東側でも発見されました。両団体はその事実とリレーコース周辺の再度の汚染調査の必要性を訴えた申し入れ

書を作成し環境省、福島県、飯舘村などに申し入れました。 

その後、環境省福島再生事務所は該当のホットスポットを含め 2か所の汚染土壌を「スコップで除去」し毎

時 0.6 マイクロ Sv になったと話しています。このようないい加減な対応で済まされているのが実態です。聖

火リレー出発点の Jヴィレッジにおいても超高線量のホットスポットが発見された問題で、この場所は東電が

福島第１原発事故の収束作業の対応拠点として使った後、除染をせずに福島県へ施設返還したことが明らかに

なりました。東電、環境省、福島県が汚染に対しておそろしく鈍感で無責任な対応をしていることに怒りを感

じます。 

 

汚染状況を知りながら放置する無責任な福島県と環境省 

聖火リレーコースの線量調査は福島県も行っています。福島県は聖火リレーコースおよび沿道の空間線量率

モニタリングを行い、その結果を 1月 21日に発表しました。その結果について福島県は「車道では平均値は

0.04～0.15マイクロ Sv、最大値の 0.46 マイクロ Svは郡山市で記録された」、「沿道では区間の平均値は 0.04

～0.25 マイクロ Sv、最大値の 0.77マイクロ Svは飯舘村だった」として「リレー開催には問題ない」と発表

しました。最高値である毎時 0.77 マイクロ Svに関して福島県は「ここに４時間滞在した場合の追加被ばく線

量は 0.003 ミリシーベルトで、国の目安の年間１ミリシーベルトと比べて問題ない」との説明をしました。こ

の福島県の説明も全く許せないものです。聖火リレーコースは全て避難指定が解除され住民が帰還し住むこと

を迫られている場所です。帰還を決断し住むことになれば日常的にこのような環境に大人も子どもも接するこ

とになるのです。聖火リレーの応援のために 4時間だけそこに滞在するわけではありません。また外部被ばく

だけを問題にして、土壌粉じんの舞い上がりを吸入する内部被ばくについて全く考慮を払っていないのも重大

な問題です。 

調査グループは 3月 3日に外国特派員協会で記者会見を行い、この調査結果を明らかにするとともに、内部

被ばくの危険性も含めて危険性を指摘しました。新型コロナウイルス問題で多忙を極める中でも海外メディア
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を中心に約 30名の記者が集まりイタリア、韓国などのメディアが現地取材も含めてフォローしました。その

後国内メディアも数社がこの問題を報じました。 

 

粘り強く地道な調査と監視を続ける市民グループ 

今回の調査を推進したふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェクトは首都圏に在住する 60歳台の人

々が中心で、毎月 1週間ほど南相馬市を拠点にして放射線量測定と土壌汚染密度の調査を行っています。ちく

りん舎は東京に拠点を構え、ゲルマニウム半導体測定器による高精度な放射能測定を行っています。両グルー

プは共に南相馬避難 20ミリ基準撤回裁判を支援するため詳細な汚染マップの作製や裁判原告の尿検査による

内部被ばく調査などで連携を深めています。今回の調査はそうしたこれまでの継続した努力の結果ともいえま

す。また特徴的なのは、空間線量率だけでなく、土壌の放射能汚染密度も測定していることです。土壌汚染密

度を測ることで地表面の汚染実態が明瞭に分かること、チェルノブイリ法においても避難指定基準は土壌汚染

密度であり比較がしやすいことがありデータとしても貴重なものです。両グループの地道ですが継続した努力

に敬意を表したいと思います。 

両グループは今回の調査結果をパンフレットにまとめました。市町村毎の調査結果マップ、避難者の声など

も含め、福島原発事故による汚染実態を知る上で貴重なものです。ちくりん舎ウエブサイトから入手できます。

http://chikurin.org/wp/?p=5692 

 

放射能ごみのバラマキをとめよう 郡山市で学習交流集会 
 

環境省が推進する放射能ごみのばら撒き 

除染土の再利用を目論んだ環境省の目論見はひとまず見送りとなりました。各地の反対運動やパブコメで反

対意見が集中するなかで、環境省は除染特措法の改正を見送りにしたのです。しかし放射能ごみ減容化の動き

をあきらめたわけではありません。 

小泉環境大臣は、福島原発事故の汚染土を用いた鉢植えを大臣室などに置くなどパフォーマンスに努めてい

います。使われたのは中間貯蔵施設に搬入された汚染土で１キログラムあたり 5100ベクレルのもの。「（事

故の）風化と風評被害を食い止める決意の表れ」「全国民的な理解を醸成したい」と報じられています。小泉

環境相は就任直後から、さまざまな発言の無内容ぶりで馬脚を現しましたが、それを改めて証明するような幼

稚なふるまいです。 

汚染土の再利用や汚染水の海洋放出など環境省が進めているのはまさに放射能ごみのばらまきです。汚染牧

草、汚染稲わらなどの焼却、放射能汚染木を燃料とする木質バイオマス発電も同様です。焼却によって生じた

高濃度のセシウムを含む焼却灰は一般ごみと区別なく処分され、一部は建設資材としての再利用が始まってい

ます。 

2 月 15 日に郡山市ミューカルがくと館において「止めよう放射能のばらまき～除染ごみ焼却とバイオマス

発電を考える～」が開かれました。ちくりん舎と放射能ごみ焼却を考えるふくしま連絡会の共催で開かれた本

集会は、昨年 2月に開かれた同趣旨の集会の第二弾として位置付けられ、各地から約 60名が参加し充実した

学習と交流が行われました。 

 

汚染者負担原則を無効化し高濃度汚染灰がヤミに消されるバイオマス発電 

集会では放射能ゴミ焼却を考えるふくしま連絡会の和田央子氏から「森林除染とバイオマス発電 焼却灰の

ゆくえ」と題した報告がありました。木質バイオマス発電は間伐材を燃やすような宣伝がなされているが、そ
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の燃料の実態は災害ガレキなど廃棄物と「間伐材」であること、「間伐材」とは実は福島の林業者の要求など

により、放射能汚染林を皆伐されたものだとの指摘がありました。 

こうした廃棄物や汚染木を燃料とすれば排煙中の放射能はもとの燃料の200倍にも濃縮されることになりま

す。しかし福島県は「セシウム濃度が低いため、影響はない」とし国や自治体は被ばくに対して一切責任を持

たない仕組みになっています。焼却により放射能が高濃度に濃縮された焼却灰の扱いも問題となります。環境

省が富岡町に建設した特定廃棄物埋立施設ではキログラムあたり8000～10万ベクレルの焼却灰を受け入れる

ことになっていますが既に満杯状態です。環境省はバイオマス発電事業者から出た焼却灰の処理は業者まかせ

にしていると指摘されました。 

 

大規模バイオマス発電による地球規模での森林破壊 

国際環境 NGO FoE Japan の満田夏花氏からは「地球規模での森林破壊につながる大規模バイオマス発電」

と題した講演がありました。以下はその要約です。 

近年、世界各地で異常な高温や山火事、大規模洪水や干ばつなど異常気象が相次いでいます。また生物種の

絶滅が異常な速度で進んでいます。その原因の主要なものが人間による森林破壊によるものです。あまり知ら

れていませんがインドネシア、ブラジル、ミャンマーなどでの熱帯林が著しく減少しています。インドネシア

での熱帯林が森林火災により大規模に消失していますが、その原因の一つがパーム油生産のための農園開発で

す。熱帯雨林を伐採してパーム油生産のための油ヤシを植えますが、その過程で地下にある泥炭層がむき出し

となり自然発火により大量の Co2 を排出します。また油ヤシのプランテーションは一見緑に見えますが、モノ

カルチャーであり、自然林や泥炭層と比べて土地の炭素貯蔵量は十分の一レベルになります。こうした油ヤシ

のプランテーション拡大は、パーム油を燃やすバイオマス発電による需要急増により引き起こされています。

日本でもここ数年、海岸沿いにこうしたパーム油を燃料とする巨大なバイオマス発電所が建設されています。 

問題は熱帯雨林だけではなくカナダなど温帯雨林帯の広大な森林が、木質バイオマス発電需要を見込んだ巨

大な木質燃料チップ製造企業により皆伐されていることです。満田氏はまとめとして、以下の四点を指摘しま

した。①日本で、FIT制度によりバイオマス発電が急増している、②その多くが輸入バイオマス資源（木質ペ

レット、パーム油、PKSなど）を原料としている、③原料生産が深刻な森林破壊の原因になっている、④「カ

ーボン・ニュートラル」といっているが、実際には化石燃料なみの二酸化炭素の排出源だ。 

氏の講演からは、放射能汚染木材を燃やすバイオマス発電も問題ですが、そもそも木質バイオマス発電その

ものが地球規模での森林破壊や二酸化炭素排出源となっている深刻な実態があることが明らかになりました。 

 

刺激を受け元気づけられた各地の活動報告 

集会の後半は各地からの活動報告が行われました。飯舘村在住の伊藤延由氏は原発事故後から村内で山菜や

キノコ類、土壌汚染、空間線量などを測定し続けています。9年間にわたる測定の結果から、伊藤氏は「放射

性物質は自然の循環に入った」と結論付けました。 

長野県東御市からは木質バイオマス発電チェック市民会議の川端眞由美氏からの報告がありました。東御市

のバイオマス発電計画は市民にはほとんど説明がなく、着工式を伝える新聞報道で知らされました。最初は「バ

イオマス発電」というものがどういうものかよくわからなかったのですが、ちくりん舎のパンフレットを知り、

学習会を開いたことで運動が立ち上がりました。市民会議はいくつかの部会に分かれ積極的に活動をしていま

す。情報開示グループが見つけた市の記録からは「この区画は、以前に他企業が立地しようとした際に、区民

の反対で結局誘致できなかった前例がある。(中略)無闇に話をせずに進めたい」という驚くべき発言があった

ことが明らかになりました。 
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宮城県大崎市からは大崎耕土を放射能汚染させない連絡会の芳川良一氏から報告がありました。大崎市では

市内 3か所の焼却炉で放射能汚染廃棄物の本格焼却が始まります。それに対して住民が試験焼却の中止を求め

る仮処分を起こしましたが、昨年却下となりました。すぐに住民は試験焼却への公金支出の違法性を問う住民

訴訟を起こしました。住民訴訟では放射能漏れと内部被ばくが争点となっています。リネン吸着法による放射

能漏れを示すデータを裁判所に提出し、裁判所が被告側に対して「“漏れているのかいないのか”を明らかにす

るよう」言い渡しをするまでに追い詰めているとの報告がありました。 

福島県田村市からは、建設が進んでいる田村バイオマスに対する反対の取り組みについて大越町の環境を守

る会の久住秀司氏から報告がありました。田村バイオマスは当初の約束では、放射能濃度の高い樹皮は燃やさ

ない、チップは外部から汚染のないものを運んでくる、とのことでした。しかし 2017年の市長選で本田市長

に替わるとともに、樹皮も燃やす、チップ工場も併設する、と住民の同意もなく方向が変わってしまいました。

これを契機に反対運動が起こり、昨年には、田村バイオマス側が「安全安心対策」として高性能な HEPAフィ

ルタを設置するとの説明に対してそれが虚偽であることを争点に市を相手取り補助金支出の撤回を求める裁判

がはじまりました。 

 

放射能を可視化して裁判官に危険性を理解させることが課題 

報告全体をまとめる形で、ちくりん舎の青木一政氏から報告がありました。福島県が最近実施したオリンピ

ックの聖火リレーコース調査結果の例を紹介して、①見えない汚染＝放射能をいかに見えるようにするか、②

数字のトリックをいかに見えるようにするか、③専門家のトリックをいかに見えるようにするか、ということ

が課題だとの説明がありました。 

ちくりん舎の活動でそれらの一端が担われているとの報告がされました。宮城県大崎市では地元の協力によ

り 1年半をかけて、試験焼却時の焼却炉からのセシウム漏れを立証する重要なデータを採りました。このデー

タは大崎住民訴訟の重要な証拠として提出されています。また田村バイオマス発電においては、住民の不安や

反対の声が強く、田村バイオマスは「より集じん効率が高い HEPAフィルタをバグフィルタの後段に付ける」

と説明で議会での承認をとりつけました。しかしこの議会説明用の図面から、この HEPAフィルタが住民だま

しのための虚偽のものであることを見つけ、市を相手取り 14 億円の補助金支出の撤回を求める裁判提訴に繋

げました。裁判官にこの問題を理解させるために、JIS や米エネルギー省のハンドブックなど公的文書からそ

の根拠を明らかにする作業を行っています。裁判官、市議会

議員、行政、市民に対して、いかに「自分の頭で考え」て「理

解」ができるよう分かり易い説明資料を作るかが課題だとい

うことが強調されました。 

 

各地からの報告はそれぞれの課題を抱えながら地道な努力

で活動を前進させている姿が伝わってくるものでした。お互

いの活動から大いに刺激を受け、勇気づけられるものとなり

ました。

 
会員・サポーターも募集中です会費 会員 1000円/月  サポーター1000 円以上/年 

集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 
 

フクロウの会の趣旨にご賛同いただき、会員・サポーターになっていただける方は、フクロウカフェなどに 

お越しの際に申込書にご記入の上、会費を添えてフクロウの会事務局員にお渡しください。 

お問い合わせ・お申し込み先 TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com  

飯舘村の現状を語る伊藤延由氏 


